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大学評価• 学位授与機構による「学士」の学位授与の問題点
一高専専攻科修了生に関連して

Problems on Awarding of Bachelor Degree by National Institution for Academic Degrees 

and University Evaluation - to Graduates of Advanced Course of College of Technology 

胸組虎胤
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大学評価・学位授与機構の認証評価によって「適切と判定された専攻科課程」修了生が、

同じ機構による学位審杏で不合格になることがある。これは学他審査を受けた学生が提出

した学修成果レポートが不合格になるか、最終論文試験に不合格になるかのどちらかであ

る。しかし、不合格者には採点後の答案は返却されず、不合格の詳細な理由は本人にも学

校にもフィードバックされない。もし、学位授与機構が高等教育機関として機関別認証評

価を受けたならば明らかに不適切と判定されるであろう。専攻科の成績と修了が厳格に審

査されているのに、最終の学位審査はこのようにずさんである。他にも制度上の問題点が

存在する。

1 . はじめに

高等専門学校専攻科の修了生は大学評価学位

授与機構の審査を経てはじめて「学士」の学位

を得ることができる。しかし、専攻科を修了し

ても学位の審査に不合格となる修了生が出る凡

これは専攻科の学生を指導する教員としては非

常に頭の痛い問題であり、学生にとっても 4月

からの進学や就職ができなくなるなど深刻である。

文献を調査すると、学位認定試験の受け方や

学生の質だけで片付けられない、制度上の問題

が明らかとなった。本論文では「学士」の学位

授与制度に関連し、歴史的背景、海外の事情、

および大学評価・学位授与機構の機能の点から

論じたい。

2. 「学士」の学位授与の歴史2,3)

2 -1. 「学士」の学位が称号へ

「学士」の学位が日本で初めて授与されたのは、

明治12年 (1879年）、東京大学（後に帝国大学

を経て東京帝国大学となる）の第 1回卒業式で、

それまでの卒業者全員に対してである叫まもな

く、大学ではない札幌農学校、駒場農学校、エ

部大学校にも学士の学位授与権が与えられている。

札幌農学校については、第 1回卒業生大島正建

に対して明治13年 (1880年）に与えられた学士

学位授与証が残っている見この学位授与証の授

与者は当時の開拓長官黒田消隆となっている叫

しかし、明治19年(1886年）の「帝国大学令」

によって、 「学士」は帝国大学の分科大学の卒

業生にのみ許される称号となった2,3)。ただ、札

幌農学校等の専門学校では明治20年以降の卒業

生は「学士」と称することができた叫学士称号

使用許可のJ::申書と内閣総理大臣黒田清隆の許

可通知がある。黒田清隆は札幌農学校の創立者

であり、北海道開拓長官であったこともあり、

北海道の発展には特別の思い入れがあったこと

は想像に難くない。

一方、学位は「学位令」 （明治20年 (1887年））

によって、学位は博士と大博士の二つに限られた。

同時に制定された「中学校令」で 5年制の尋常

中学校とその上に 3年制の高等中学校が制定さ

れた。高等中学校は明治27年 (1894年）の「高

等学校令（第一次）」によって4年制の高等学

校となった。これは「帝国大学より簡易な高等

教育機関をつくり」 6)、 「社会の需要に応えるた

めの実務家の養成を急ごうとした」 6)と考えられ

ている。
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2 -2. 「専門学校令」 7)と「実業学校令」 8)

「高等学校令（第一次）」の後、高等学校は

実務家養成よりは帝国大学予科としての性格の

ものとなっていったため、上述の目的は果たせ

なかった2)。一方、専門職業人を養成するための

学校として成立していた専門学校には、 (1) 

早稲田や慶応などの私立、 (2)東京高等工業

学校、東京高等商業学校などの官立、 (3)東

京外国語学校、東京美術学校、東京音楽学校、

さらに、 (4)専門学校ではないが高等学校の

医学部であった5学部があった。明治36年 (1903

年）に制定された「実業学校令改正」と「専門

学校令」によって、上記 (1)、 (3)、 (4) 

は「高等ノ学術技芸ヲ教授スル学校」 （専門学

校令第一条）という高等教育機関として位置付

けられ、 (2) については「実業専門学校」と

された。

ここで、実業専門学校は「実業学校ニシテ高

等ノ教育ヲ為スモノヲ高等専門学校トス」（実業

学校令第二条）および、 「高等専門学校二関シ

テハ専門学校令ノ定ムル所二依ル」 （同第二条2)

の規程によって、 「高等専門学校」の位置付け

となった。
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図1. 学校制度の変遷

2-3. 「大学令」 9)

すでに述べたように、 「帝国大学令」によっ

て帝国大学の卒業生にしか学士の称号は許され

なかった。しかし、私立の専門学校、官立の高

等専門学校の中に大学への昇格を望む声が高ま

ると、大正7年 (1918年）に「大学令」が出され、

帝国大学以外の官立大学、公立および私立の大

学設置が認められるようになった。大学に昇格

したことにより、その卒業生は「学士」と称す

ることができるようになった。これと詞時に「高

等学校令（第二次）」 10)によって、高等学校に

3年の高等学校尋常科と高等学校高等科が設け

られ、大学予科を設けてよいこととなった（図

1)。

2-4. 新制大学

戦後、多くの専門学校、高等学校、師範学校

などが統合を経て新制大学へと移行した。これ

により「学士」の称号はさらに一般的なものと

なった。

(b)現在の学校制度
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3. 現状の学位授与

戦後、新たにいくつもの学校種が誕生した。

短期大学、高等専門学校、専門学校（後に専修

学校と改称）、文部省（当時）管轄でない他の

省庁管轄の大学校、職業訓練大学校等である。

これらの学校の接続が問題になってきた。 短期

大学については大学 3年生に編入する道がすぐ

に開かれたが、高等専門学校卒業生については、

豊橋、長岡の技術科学大学の誕生を見るまで、

先がない、いわば袋小路的な状況が続いた。後に、

多くの大学での編入学が認められて、状況は大

きく改善した。

その後、自らの卒業生に対して大学程度の教

育を行なおうとする気運が裔まり、専攻科がで

きた。このような動きに対応するためか、大学

評価・学位授与機構が誕生し、大学レベルの専

攻科を認定専攻科として認定して、 修了生に対

して学位認定試験を課し、合格者に対して「学士」

の学位を与える制度が出来上がった（図 2)。

従来、称号であった「学士」は、すでに、 1991

年に学位として大綱化されていた。 「修士」、 「博

士」についても、称号ではなく、 学位として明

確化された。ところが、専攻科修了生の「学士」

の学位授与に関連して矛盾が生じることになる。

学位規程（学士、修士及び博士の学位授与の要件）

4. 専攻科と学士の矛盾

4 -1. 学校種別の差別

学校種別の学位授与の過程を図 3に示す。

図3. 学位認定の過程

当然大学卒業生は自動的に「学士」となること

ができる。文部科学省管轄以外の教育施設 （防

衛大学校等）については学位授与機構の審査を

経て「認定教育施設」となった後、 修了生が単

位取得証明を提出すれば、 「学士」が授与される。

第6条法第68条の2第3項の規定による同項第1号に掲げる者に対する学士の学位の授与は、大学評価・

学位授与機髯の定めるところにより、短期大学若しくは高等専門学校を卒業した者又は次の各号の一に該当

する者で、大学設置基準（昭和31年文部省令第28号）第31条の規定による単位等大学における一定の単位

の修得又は短期大学若しくは高等専門学校に置かれる専攻科のうち大学評価・学位授与機青が定める要件

を満たすものにおける一定の学修その他文部科学大臣が別に定める学修を行い、かつ、大学評価・学位授与

機構が行う審査に合格した者に対し行うものとする。

ー大学に2年以上在学し62単位以上を修得した者

二専修学校の専門課程を修了した者のうち法第82条の10の規定により大学に編入学することができるも

の

三外国において学校教育における14年の過程を修了した者

四その他前3号に掲げる者と同等以上の学力がある者として文部科学大臣が別に定める者

2法第68条の2第3項の規定による同項第2号に掲げる者に対する学士、修士又は博士の学位の授与は、

大学評価•学位授与機構が定めるところにより、同号に規定する教育施設に置かれる課程で大学評価・学位

授与機構がそれぞれ大学の学部、大学院の修士課程又は大学院の博士課程に相当する教育を行うと認める

ものを修了し、かつ、大学評価・学位授与機構の行う審査に合格した者に対し行うものとする。

図2.大学評価・学位授与機構が授与する学位
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しかし、短期大学、高等専門学校専攻科は認定専 この内容は現在の高等専門学校の位置づけと

攻科として認定された後、その修了生は単位取得 学位授与のプロセスに似ており、図 3に示すよ

証明書を提出し、さらに、学修成果レポートを提 うな学位授与過程のモデルになったのではない

出した後、最終試験に合格しなければならない。 かとも思われる。特に、 「得業士」は現在の「準

このように同じ「大学レベル」として認めら 学士」と同じレベルと思われる（表 1)。

れた教育機関の卒業生が、一方はそのまま「学士」

となり、他方は単位認定が必要であったり、ま 表 1. 「大学令案」、「専門学校令案」と現在の学

たは、単位取得認定の上にさらに学修成果レポ 士の学位授与の比較

ートと最終試験が必要であったりする。これは

学校種別の一種の差別である。また、これは「教

育機関を大学レベルとして認定し」、 「卒業生

の質を信じない」という一種の自己矛盾が大学

評価・学位授与機構に存在することを意味する。

このような差別化は「学位授与は大学に認め

られた特権である」 3)という考えに根ざしている

が、専門学校を卒業した者でも、優秀であると

認められれば、 「学士」を与えてもいいという

見方から試験を課していると見ることもできる。

このように低位の学校の卒業生を評価して、

学位を認めようとすることについての検討が、

実は明治時代にもなされていた。

4-2. 明治版「学士」への道

明治23年に印刷された「大学令案」、「専門学

校令案」、「高等学校令案」によって、大学、専門

学校、高等学校の差別化が検討されていた11¥

この中で、各レベルの教育機関の連続を確保する

ことが検討されていた証拠がある。 「大学令案」

では「学位授与権を持った帝国大学をはじめとす

る国立大学、しかも総合大学にしか認めないが、

大学進学者と同等の資格要件を整え、大学と同等

の「高等専門学校」を卒業したものには、試験に

よる学士号取得の道を開くというのである。」 11)

ここにある「高等専門学校」という学校種は、

「実業学校ニシテ高等ノ教育ヲ為スモノヲ高等専

門学校トス」（実業学校令第二条） 8)とある専門学

校のうち、高度の中学校を卒業した者が入学でき

る専門学校である（図 1)。また、同時期に印刷

された「専門学校令案」 7)には、 「高等専門学校・

専門学校の卒業生には「文部大臣ノ許可ヲ得テ、

得業上ノ称号」を授けることができる」との内容

が含まれている12)。高等専門学校卒業者には「得

業士」の学位を得られることを記している。ただ

し、これらの案はこのままでは日の目を見ること

はなかった（制定されることはなかった） 13) 0 

こミ大学令案 「大学令案」と「専門学校令案」に見 現在の学士の学位授

られる学士の学位 与
授与

高等専門

対象者別の
学校卒業 得業士 準学士
者

学位
大学卒業

者
学士 学士

高等専門学校卒業者が
大学と同等の高等

大学と同等の高等専

学士の学位を授与され 門学校墨寇科崖ヱ生

るための基礎資格
専門学校卒業生 （認定墨寇科修ヱ

生）

基礎資格保有者に対す i里位認定
る学士の学位授与の認 ①試験 図生怪咸是レ岱ート
定方法 ③輪述試験

得業士については、高等学校令（第二次） （大

正7年(1918年））に高等学校高等科を卒業し、

専攻科を卒業したものに対する称号との記述が

ある。ただし、 「大学令案」等は高等専門学校

卒業生に対して試験を課すことを提案しているが、

現在の仕組みは、高等専門学校卒業生が専攻科

を修了してから、①単位認定、②学修成果レポ

ート、③論述試験が課されている。つまり、高

等専門学校の卒業生に対して 2年の学修を課し

た上にさらに、①～③を課しているところが大

きく異なる。

いずれにしても、高等専門学校卒業者が「学士」

となることに道を開こうとする点では一致して

いる。

4-3. 学位授与機構の機能と学位審査

学位授与機構の機能を部門別に図 4に示す。

大学評価・学位授与機構は学位授与部門と大学評

価部門に分かれている。前者は専攻科認定（事前

評価）という機能（機能 1) と学位授与という機

能（機能2) を持っている。後者は大学等の機関

別認証評価（事後評価）を行う機能を持っている。
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図4. 学位授与機構の機能

ここで、学位授与分門の機能2は、本来、大学

のみが有する機能であることに注目したい。大学

は機関別認証評価を受けなければならないが、学

位授与部門は機関別認証評価を受けない。したが

って、学位授与機構は機関別認証評価を受けない

唯一の大学であると見ることもできる（図 5)。

学位授与機構を頂点とした巨大な大学

玉
高等専門学校とその専攻科

図5.機関別認証評価を受けない唯一の大学

大学評価•学位授与機構の学位授与部門は、

短期大学、高等専門学校の専攻科の修了生に対

して、試験を課して合否を決定し、学位を授与

している。一方、専攻科修了までの課程は大学

評価・学位授与機構の大学評価部門が行った機

関別評価によって適切であることが認められて

いる。したがって、認定専攻科修了生が「学士」

の学位を授与される過程の適切性が保証されて

いないことになる。

5. 海外における学士の学位授与の例15-21)

5 -1. フランスにおける学士の学位授与

フランスの高等教育おいては、高等教育の入学

資格であるバカロレア、 3年間で学士、 2年間で

修士、 3年間で博士の学位が授与される。一方、

大学短期技術教育免状 (diplomeuniversitaire de 

technologie: DUT)等の技術教育に関連する修了

資格（免状： diploma)が上記以外に存在する。

ここで、フランスの教育法典に、「大学の学位

及び称号は国が独占するとされ」、「授与は機関

固有の権限でない。」、「高等教育機関が学位・

称号を所定の課程を修了した者に与えるには、

対応する国家免状の授与権認証を国から受けな

ければならず、これを受けた機関のみが国の名

の下で学位等の証書である免状を授与すること

ができる。」 15)とある。

このうち、学士の学位については、「学士の授

与権認証を受けることができる高等教育機関は

大学である。」 15)、「但し、他の国立高等教育機

関が大学と共同で認証を受けることができ、また、

国立以外の高等教育機関も、大学と協定を結ぶ

ことによって、当該大学の責任の下で学士教育

を行うことができる。」 15)とある。

いずれにしても、フランスの場合、大学と独

立に、国による学士の授与権認証を受けること

はできない。また、学位は国が授与している。

これらの点は日本と大きく異なる。

日本では、大学と短期大学以外に、大学評価・

学位授与機構が学士の学位を授与している。こ

の仕組みはイギリスにあった学位授与審議会

(Council for National Academic Awards: CNAA)を

モデルに作られたが、ポリテクカレッジが大学

に昇格するとCNAAは解散している (1993年）。

5-2. アメリカにおける学士の学位授与19,20)

アメリカの学他は日本とほぼ同様であり、 (1) 



134 胸組虎胤

2年制の短期大学 (CommunityCollege, Junior 

College, Technical College等）を卒業すると準学

士 (AssociateDegree) を、 (2) 4年生の大学を

卒業すると学士 (BachelorsDegree)を授与される。

(3)大学院には修士、博士、第 1専門職等の各

学他があり、それぞれMaster'sdegree, Doctoral 

Degree、First-ProfessionalDegree (例M.D.など）

が授与される。

Associate Degreeは準学士（日本の高等専門学

校修了者の称号）と同じ名称であり、同格の学

位と考えられる。この仕組みは大学に入学でき

なかった学生がまたやり直しができる（いわば、

セーフティーネット的仕組み）として評価され

ることもある22)。たとえば、アメリカでは短期

大学を卒業した者が4年生大学に編人学できる

仕組みがある。 1984年ノーベル化学賞を受賞し

たR. B. Merrifield (1921-2006)はPasadena

Junior Collegeを経てUCLA (University California 

at Los Angels) に編人学した経歴をもつ。

このJuniorCollege、CommunityCollegeに分類

される短期大学では、最近新しい組織改革が見

られる。まず、初等カレッジ高等学校構想 (Early

College High School Initiatives) によって中等教育

の方向に伸ばして、高等学校卒業免状と準学士

を得るようにする試みがなされている20)。この

方式によると、 9年生がAssociateを得るには通常

6年を要するところ、 4, 5年で済むという利

点がある20)。これは日本の高等専門学校の教育

課程に似ている。

また、 2年生のCommunityCollegeが4年生の教

育機関となり、「学士」の学位を与える方向性が

現れてきた。 CommunityCollegeの中には、大学に

よって与えられる学位に合わせて、自らのキャン

パスで行われる教育プログラムを著しく変更した

ところもある。多くは大学のキャンパスでプログ

ラムを実施している20)。また、いくつかの機関

が参加して、キャンパスの近くやその中に大学セ

ンターを作っているところもある。これらの教育

機関のうちSouthernRegional Education Boardは

associateとbaccalaureateのhybrids(混成）と定義

している20)0 

一方、 CarnegieClassification of Institutions of 

Higher Educationは学士を与える流れを受けて、

2005年にbaccalaureateassociate collegeという新

しい概念を作り出している。 2007年までに、 「学

土」の学位を与えるcommunitycollegeはフロリ

ダ州など14州に及んでいる。フロリダの4年の

教育プログラムをもつcommunitycollegeは「学士」

の授与を継続することを許されている。

baccalaureate associate collegeは日本の高等専門

学校と専攻科の接続に類似している。しかし、

高等専門学校の専攻科には学位を授与すること

は許されていない。

6. 問題点のまとめと今後の進むべき方向性

以上、高等専門学校専攻科修了生に対する「学

士」の学位授与について、歴史的背景、現在の

問題点、および海外の高等教育との比較について、

以下にまとめる。

(1)歴史的には「帝国大学令」により「学士」

は帝国大学卒業生にほぼ限られていた称号であ

ったが、大正7年 (1918年）の「大学令案」に

より私立大学の卒業生にも認められた。しかし、

専門学校卒業生には認められない差別は残った。

(2)明治23年の「専門学校令案」 「大学令案」

には高等専門学校卒業生も試験によって、 「学士」

の学位を出すことが議論されていた。これは、

現在の高等専門学校専攻科修了生の学位授与の

根拠になったのであろう。

(3)専攻科修了生には、その修得単位が認定後、

学習成果レポート提出、論述試験合格によって、

やっと「学士」の学位が授与される。大学評価・

学位授与機構によって大学レベルと認定されても、

卒業生に試験を課すという矛盾が存在する。

(4) 大学評価・学位授与機構の学位授与部門

は巨大な大学の頂点であるにもかかわらず、機

関別認証評価を受けない。つまり、認定専攻科

修了生の学位授与のプロセスは評価を受けてい

ない。

(5) フランスにおいて、 「学土」の学位を出

すことができるのは、国から授与権認証を受け

た大学だけ、または大学と協定を結んだ教育機

関である。専門職に関する学位が存在する。

(6)現在のアメリカでは、 4年制の短大があり、

「学上」を与える授与権をもつ教育機関が増え

つつある。また、専門職に関する学位が存在する。

(1)、 (2) にもあるように、 日本では学

士の学他授与に関連して「国立が上で私立が下」
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、 「学芸が上で技術が下」、 「大学が上で専門

学校が下」という差別が根底にある。しかし、

卒業生の学修と達成度を試験によって客観的に

判断して、力のある学生に資格を与えるべきで

あるという思想があったことも事実である。

高等専門学校専攻科修了生にも「学士」への

道が現在開かれていることはよいことであるが、

(3)、(4) にあるように、認定専攻科の修了

生に対して、何段階ものステップを踏ませて「学

土」として認める制度には問題がある。ここまで、

学校種別の差別をする必要はないと考える。し

かも、専攻科修了生に対する学位授与のプロセ

スは認証評価を受けていないため、透明性が低い。

アメリカでは「学士」と同レベルの専門職の

学位があり、日本でも専門修士以外にも考えら

れてもよいだろう。さらに、アメリカでは短期

大学の組織改変によって、 4年生の短大が学士

を授与できるが、日本でもこのような短大や高

等専門学校があってもよいと考える。

簡単には認証評価を受けた高等専門学校専科

（イ）専攻科修了生に対する学位授与

の学生がさらに試験等の評価を受けなくても「学

土」を得られる仕組みを考えても良いであろう。

高専専攻科のカリキュラムが大学で出している「学

士」の専門範囲とどれだけ適合しているかを判

定することを目的とする単位認定だけで十分で

はないだろうか。

最近、中央教育審議会の答巾において新しい

提案があった（図 6) 23)。これは平成20年12月

に発表された「高等専門学校の充実について」

という中央教育審議会の答申に記載された内容

である。高等専門学校の専攻科の充実について、

「高等専門学校教育にも柔軟に対応した学士の

学位授与について、さらに検討が必要である。」

とあり、 「学士」の授与については必ずしも大

学のカリキュラムにとらわれない「学士」を想

定したものであろう。これは中央教育審議会の

大学分科会第5回高等専門学校特別委員会の議事

録に裏付けられている（図 7) 24)。議事録では

学士（総合工学）、学士（技術）などが提案さ

れている。

現在，高等専門学校卒業後，大学評価・学位授与機構が認定した専攻科に
おいて所定の単位を修得した者で，大学評価・学位授与機構の審査を経て
合格と判定された者に学士の学位が授与されているが，高等専門学校教育

にも柔軟に対応し得る学士の学位授与について，更に検討が必要である。

高等専門学校教育の充実について
ーものづくり技術力の継承•発展とイノベーションの創出を目指して一（答申）平成20年 12月 24 日中央教育審議会
http://www.mext.go.jp/component/b _ menu/shingi/toushin/ _icsFiles/afieldfile/2008/12/26/1217069 _ 001 . pdf 

図6. 文部科学省中央教育審議会答申「高等専門学校教育の充実について」から

高専の専攻科は多くは複合専攻になっており、機械と材料と電気が複合した、例え
ば、生産システム工学というような専攻になっているのに、その評価をするときは、今
度は昔の古い工学の体系を縦割りで評価をするので、学生の勉学の体系と評価の
体系が若干ミスマッチを起こすからである。そこで、もし可能であれば、総合工学とか、
学士（総合工学）、もしくは学士（技術）のような評価体系を検討してもらえると、学生
やそれを指導する教員及び外部から来た企業経験者の方も、教える上で整合性がと
れる。この点についても議論をお願いしたい。
高等専門学校特別委員会（第5回）議事録平成19年7月2日（月曜日）10時-12時
http://www.mext.go.jp/b _ menu/shingi/chukyo/chu kyo4/016/gijiroku/07080604 .htm 

図7. 第5回高等専門学校特別委員会議事録から
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7. おわりに

「学上」の学位授与の歴史、大学評価・学位

授与機構による専攻科修了生への「学士」の学

位授与の問題点、海外の学位授与、さらには、

専攻科修了生の「学士」の学位授与に関する最

近の提案について述べてきた。歴史的な背景は

重要であるが、最近はあらゆる機関、仕組みが

評価され、その内容が公表されているため、国

による一方的な権威付けは無意味になりつつある。

教育機関毎の評価内容が比較できれば、教育機

関の質は一目瞭然だからである。さらには、国

際的な単位互換制度が導入されていけば、学校

間の接続は単位の認定だけでよい時代が来るで

あろう。フランスでは欧州単位互換制度 (ECTS)

によって学修成果が明確に示され、 「透明性を

旨とする質保証を中心とした制度へ移行しつつ

ある」 16)とされる。

大学評価・学位授与機構による高専専攻科修了

生への学位認定試験は無意味であり、しかも透明

性が確保されていない。今後、高専も含めた「非

大学型の高等教育機関」 25)の「学士資格枠組」 25)

に関し専門の学会でも議論される必要がある。
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